



















































































































































































































































































































































































































































































































































（ 3 ） 旧会社法124条 3 項 3 号削除・号数繰上、252条 3 項 3 号削除・号数繰上。ここからの表示は、改
正の対象となった会社法の条文については、旧会社法と表示し、改正法で新しくなった条文につい
ては、新会社法と表示することとする。
（ 4 ） 最判平成 2 年 4 月17日民集159号449頁。
（ 5 ） 会社法684条 3 項。
（ 6 ） 東京高決平成20年 6 月12日金融・商事判例1295号12頁。
（ 7 ） 会社法252条 3 項。
（ 8 ） 新会社法828条 2 項12号。
（ 9 ） 会社法782条 1 項かっこ書、803条 1 項かっこ書。
（10） 会社法789条 1 項、799条 1 項、810条。
（11） 会社法828条 2 項 6 号～11号。
（12） 旧会社法828条 2 項12号。
（13） なお、新司法試験については、2015年度から、商法の短答試験が廃止されたので、こういう問題
は解消されたが。
（14） 会社法108条 1 項 7 号
（15） 会社法116条 1 項 2 号、117条。
（16） 会社法172条。





（19） 新会社法171条の 2 、173条の 2 。
（20） 新会社法171条の 3 。
（21） このように改正により、再び、「の」条文が沢山生まれた。何か、懐かしい感じもするが、ただ
でもさえ読みにくい会社法が、さらに、読みにくくなった。
（22） 新会社法172条 2 項、 3 項。ただし、一般株主保護から言えば、公示は認めるべきではない。
（23） 新会社法182条の 4 、182条の 5 。
（24） 新会社法182条の 2 、182条の 6 。
（25） 新会社法182条の 3 。
（26） 新会社法180条 3 項。
（27） 旧会社法831条 1 項柱書後段。
（28） 新会社法831条 1 項柱書後段。
（29） 最判昭和38年12月 6 日民集17巻12号1633頁、最判平成17年12月13日刑集59巻10項1938頁。
（30） 旧商法280条の13。
（31） 会社法36条 3 項、63条 3 項、208条 5 項。
14





（35） 新会社法213条の 3 。
（36） 新会社法213条の 2 。なお、求償関係の明文化規定はない。
（37） もっとも、そんなことは条文上は明確には書かれていないが。
（38） 新会社法209条 2 項、 3 項。
（39） なお、払込担保責任が新設されたことにより、株式が有効であるならば、もはや、公正証書原本
不実記載等罪の余地は解消されるのであろうか。
（40） 新会社法282条 2 項・ 3 項、286条の 2 、286条の 3 。
（41） 新会社法52条の 2 、102条 3 項、 4 項、102条の 2 、103条 2 項・ 3 項。ただし、設立無効との関
係は不明である。
（42） 最判平成24年10月12日民集66巻10号3311頁。
（43） 新会社法759条 4 項～ 7 項、764条 4 項～ 7 項。






（46） 新会社法23条の 2 、新商法18条の 2 。
（47） 新会社法759条 6 項、764条 6 項、23条の 2 第 2 項。
（48） 新会社法206条の 2 。
（49） 新会社法796条 2 項・ 3 項。
（50） 新会社法206条の 2 第 5 項、341条。
（51） 新会社法206条の 2 第 4 項ただし書。




（54） 会社法796条 1 項本文。
（55） 新会社法179条の 5 。
（56） 新会社法179条の10。
（57） 新会社法179条の 7 。もちろん、差止事由は、法令定款違反のみである。
（58） 新会社法179条の 8 。
（59） 新会社法846条の 2 。
（60） そういう意味では、株式交換も、特に対価の柔軟化の場合には、その領域に踏み込んでいると評
価すべきである。











（64） 旧会社法784条 2 項、796条 2 項。
（65） 新会社法784条の 2 、796条の 2 、805条の 2 。なお、組織再編の場合には、旧会社法の時代から、
著しく不当な場合も、差止事由とされていのたで、新会社法は、それをそのまま踏襲した（旧会社
法784条 2 項 2 号、新会社法784条の 2 第 1 項 2 号、旧会社法805条 2 項 2 号、新会社法805条の 2 第





（66） 岩原紳作『「会社法制の見直しに関する要綱案」の解説［Ⅰ］』商事法務1975号 5 頁。
（67） 新会社法331条 6 項。
（68） 新会社法327条 4 項前段。
（69） 新会社法329条 2 項。
（70） 新会社法332条 3 項・ 4 項。非常に理解しがたい文章となっている。
（71） なお、同様に、報酬の面での独立性確保の規定が整備された（新会社法361条 2 項・ 3 項・ 5 項・
6 項）。もうここまで来ると、混迷の極である。
（72） 新会社法399条の 2 ～399条の 7 、404条 2 項、405条～408条。
（73） 新会社法399条の 8 ～399条の12、410条～414条。
（74） 新会社法399条の13第 4 項。会社法362条 4 項のコピペである。
（75） 新会社法416条 4 項。
（76） 新会社法399条の13第 6 項。
（77） 新会社法399条の13第 5 項。
（78） 新会社法326条 2 項。
（79） 新会社法911条 3 項22号。これにより、それ以降号数が繰り下げられた。





（84） 新会社法 2 条 4 号の 2 。
（85） 新会社法 2 条 3 号の 2 。
（86） 新会社法 2 条15号ホ。
（87） 新会社法 2 条15号ハ・ニ。
（88） 新会社法 2 条15号イ。
（89） 新会社法 2 条16号。
（90） なお、監査役の権限も一部強化された。会計監査人の選任・解任・不再任議案の決定権が付与さ
れた（新会社法344条）。旧会社法の同意権から、決定権に変更された。




C. Ikeno CHUKYO LAWYER
語る要綱決定の内幕～」会社法 A 2 Z 通巻66号 7 頁）。
（93） 新会社法851条。
（94） 新会社法847条の 2 。
（95） 新会社法847条の 3 。
（96） 新会社法847条の 3 第 1 項 2 号。
（97） 新会社法847条の 3 第 4 項。
（98） 新会社法847条の 3 第 1 項。
（99） 新会社法425条 1 項柱書かっこ書。




（101） 新会社法427条 1 項かっこ書。
（102） 新会社法425条 1 項 1 号ハかっこ書。また、これに関連して、適格旧株主と最終完全親会社株主
の利益供与規定も改正された（新会社法120条）。
（103） 新会社法467条 1 項 2 号の 2 。
（104） 新会社法467条 1 項 2 号の 2 イ。
（105） 新会社法117条 6 項、470条 6 項、786条 6 項、798条 6 項、807条 6 項。
（106） 最判平成23年 4 月19日民集65巻 3 号1311頁。最高裁は、買取価格算定基準日を請求時としている。
考え方としては、総会承認時説や効力発生日説等があるが、効力発生日の統一化が、この考え方に
影響を耐えるどうかという問題である。
（107） 新会社法117条 5 項、172条 5 項、179条の 8 第 3 項、182条の 5 第 5 項、470条 5 項、786条 5 項、
798条 5 項、807条 5 項。
（108） 新会社法119条 5 項・ 6 項、778条 5 項・ 6 項、788条 5 項・ 6 項、809条 5 項・ 6 項。
（109） 新会社法469条 1 項 2 号、785条 2 号、797条 1 項ただし書。
（110） 新振替法155条等。
（111） 前掲注 2 ）・坂本28頁。
（112） 改正附則25条。ここでは、2 年後に、社外取締役設置の義務化についての検討が規定されている。
（113） 例えば、西山芳喜・『監査役とは何か』［2014、同文舘］267頁～268頁。
